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議案第１２号 

小田原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市職員の育児休業等に関する条例（平成４年小田原市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項

に規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 

 第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

（理由） 

育児休業をする会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給に係る所要の整備を行うた

め提案するものであります。 
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議案第１３号 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

小田原市手数料条例（平成１２年小田原市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第２条第１号中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、 

「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証 

明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同条第６号中「事務」の次に「又は同法第  

１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事 

務」を加え、「１件」を「又は届書等情報の内容を表示したもの１件」に改め、同号を

同条第８号とし、同条第５号中「又は同法」を「、同法」に改め、「事項の証明書の交

付」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書

の交付」を加え、同号を同条第７号とし、同条中第４号を第５号とし、同号の次に次の

１号を加える。 

  (6) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく除籍電子証明書提供用識別符号の発

行（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１項の規定により

同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により除籍電子証明

書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る除籍電子証明書の請求が同項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合

に限る。）における当該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る除籍

電子証明書の請求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場合に

おける当該発行を除く。） 除籍電子証明書提供用識別符号１件につき７００円 

第２条第３号中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、 

「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは

一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同号を同条第４号とし、同条第２号の

次に次の１号を加える。 

 (3) 戸籍法第１２０条の３第２項の規定に基づく戸籍電子証明書提供用識別符号の発

行（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１

号）第７条第１項の規定により同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使
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用する方法（地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定め

る金額等を定める省令（平成１２年自治省令第５号。第４条において「総務省令」 

  という。）第１条の２に定めるものに限る。以下この号及び第６号において同 

  じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る戸

籍電子証明書の請求が同項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用す

る方法により行われた場合に限る。）における当該発行及び戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時に当該戸籍電子証明書

が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書の

請求を行う場合における当該発行を除く。） 戸籍電子証明書提供用識別符号１件

につき４００円 

 第４条第３号エ中「地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で

定める金額等を定める省令（平成１２年自治省令第５号。以下この号及び第６号におい

て「総務省令」という。）第１条の２」を「総務省令第１条の３」に、「第１条の３」 

を 「 第 １ 条 の ４ 」 に 改 め 、 同 号 オ ( ｱ ) 中 「 １ ， １ ８ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 

「１，４５０，０００円」に改め、同号オ ( ｲ )中「１，４１０，０００円」を 

「１，７２０，０００円」に改め、同号オ ( ｳ )中「１，５９０，０００円」を 

「１，９２０，０００円」に改め、同号オ ( ｴ )中「１，９５０，０００円」を 

「２，３６０，０００円」に改め、同号オ ( ｵ )中「２，２７０，０００円」を 

「２，７４０，０００円」に改め、同号オ ( ｶ )中「４，５５０，０００円」を 

「５，６４０，０００円」に改め、同号オ ( ｷ )中「５，８２０，０００円」を 

「７，２４０，０００円」に改め、同号オ ( ｸ )中「７，０７０，０００円」を 

「８，７９０，０００円」に改める。 

第６条第１項第３号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第９条第６１号中「（昭和２５年政令第３３８号）」を削り、「１件につき  

２７，０００円」を「２７，０００円」に改め、同号を同条第６３号とし、同条第６０

号の次に次の２号を加える。 

(61) 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１２第６項の規

定に基づく大規模の修繕又は大規模の模様替に関する特例の認定の申請に対する審

査 ２７，０００円 
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(62) 建築基準法施行令第１３７条の１２第７項の規定に基づく大規模の修繕又は大

規模の模様替に関する特例の認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

第２０条第１項第１号ウ(ｱ)及び第２号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関 

する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第１５章の章名を次のように改める。 

    第１５章 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく事務に係

る手数料 

第２３条第１項各号列記以外の部分及び同項第１号から第８号までの規定中「建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律」に改め、同項第９号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め

る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条及び第４条第３号エの

改正規定は、同年３月１日から施行する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

                   小田原市長 守  屋  輝  彦 

 

（理由） 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令が一部改正され、戸籍法及び消防法に基づ

く事務に係る標準手数料の設定等が行われることに伴い、本市の手数料についてこれに

応じた措置を講ずるとともに、建築基準法に基づく事務に係る手数料を定める等のため

提案するものであります。 
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議案第１４号 

小田原市障害児通園施設条例の一部を改正する条例 

小田原市障害児通園施設条例（平成１５年小田原市条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

第３条第１項第１号中「規定する」の次に「内閣府令で定める便宜の供与に係る」を

加え、同条第２項中「第６条の２の２第６項」を「第６条の２の２第５項」に改める。 

第６条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

（理由） 

児童福祉法の一部改正に伴う所要の整備を行うため提案するものであります。 
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議案第１５号 

小田原市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年小田原市条例第５９号）の一部

を次のように改正する。 

第４条第３項第２３号を次のように改める。 

(23) 放射線診断科 

第４条第３項中第２６号を第２７号とし、第２５号を第２６号とし、第２４号を第 

２５号とし、第２３号の次に次の１号を加える。 

(24) 放射線治療科 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

                   小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

（理由） 

市立病院における放射線科の診断及び治療の専門分野をそれぞれ診療科目として明示

するため提案するものであります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

事  件  議  案 
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議案第１６号 

   和解について 

 市を被告とする訴訟について、次のとおり和解を成立させるため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

１ 事 件 名  令和４年（ワ）第７５３号 損害賠償請求事件 

２ 係属裁判所  横浜地方裁判所川崎支部 

３ 相 手 方  原告 市外在住者 

４ 事件の概要  令和２年１１月２２日午前１１時頃、久野地内の大林林道において

原告が自転車で走行中、水路横断部に設置されていたグレーチングの

間の隙間に自転車の前輪が挟まり、転倒して負傷したことについて、

市の管理に瑕疵があるとし、医療費等の損害賠償及び訴訟費用を求め

る訴えが提起された。 

５ 和解の概要  次の内容で原告と和解の合意が得られた。 

(1) 被告は、原告に対し、本件解決金として、既払金（物件損害につ

き金３９万２，５３４円）のほか、金１，３２０万円の支払義務の

あることを認める。 

(2) 原告は、その余の請求を放棄する。 

(3) 訴訟費用は、各自の負担とする。 
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議案第１７号  

   指定管理者の指定の変更について 

 次のとおり指定管理者を構成する団体に変更があるので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 施 設 の 名 称  小田原フラワーガーデン 

２ 指 定 管 理 者  小田原フラワーガーデンパートナーズ 

          代表者 横浜緑地株式会社 

              代表取締役 瀧 本  靖 

              横浜市磯子区杉田四丁目５番１０号 

３ 指定管理者を構成する団体の変更内容   
 

変  更  後 変  更  前 

構成団体 

 横浜緑地株式会社 

 伊豆箱根鉄道株式会社 

 

構成団体 

 横浜緑地株式会社 

 伊豆箱根鉄道株式会社 

 株式会社加藤造園 
 

４ 変 更 日  令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 

  令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 
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議案第１８号 

   市道路線の認定について 

 次の路線の認定について、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定

により、議会の議決を求める｡ 

 

整理 

番号 
路 線 名 

起    点 
重要な経過地 

終    点 

１ ３２９４ 
曽 比 字 桑 木 畑 

 
曽 比 字 桑 木 畑 

２ ３２９５ 
栢 山 字 道 下 

 
栢 山 字 道 下 

３ ３２９６ 
栢 山 字 苅 分 

 
栢 山 字 苅 分 

 

令和 ６ 年 ２ 月１４日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 



 


